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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
コード 100027
支部名称 大阪支部
形態 総合
業種 公務

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み

組合員数
75,689名

男性44.8%
（平均年齢41.8歳）

女性55.1%
（平均年齢41.1歳）

-名
男性-%

（平均年齢-歳）
女性-%

（平均年齢-歳）

-名
男性-%

（平均年齢-歳）
女性-%

（平均年齢-歳）
任意継続組合員
数

1,024名 -名 -名

被扶養者数 51,704名 -名 -名
事業主数 51ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
所属所数 2,000ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
保険料率
*調整を含む

2.82‰ -‰ -‰

共済組合の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

共済組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 0 - - - -
保健師等 1 0 - - - -

第3期における基礎数値
特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 33,957 ∕ 41,294 ＝ 82.2 ％
組合員 30,445 ∕ 32,967 ＝ 92.3 ％
被扶養者 2,988 ∕ 7,413 ＝ 40.3 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 1,182 ∕ 5,420 ＝ 21.8 ％
組合員 1,146 ∕ 5,081 ＝ 22.6 ％
被扶養者 29 ∕ 262 ＝ 11.1 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 組合員一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 組合員一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 組合員一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査費 439,409 5,805 - - - -
特定保健指導費 24,634 325 - - - -
一般事業費（教養・文化関係） 0 0 - - - -
健康管理事業費 200,642 2,651 - - - -
一般事業費（体育関係） 0 0 - - - -
一般事業費（保養関係） 42,469 561 - - - -
その他 23,085 305 - - - -
　
小計　…a 730,239 9,648 0 - 0 -
経常支出合計　…b 869,930 11,493 - - - -
a/b×100 （%） 83.94 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

100 50 0 50 100
男性(組合員) 男性(被扶養者) 女性(組合員) 女性(被扶養者)

2



男性（組合員）男性（組合員）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 8人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 1,590

人 25〜29 4,574
人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 5,709
人 35〜39 5,550

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 4,043
人 45〜49 2,843

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 2,418
人 55〜59 2,449

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 3,524
人 65〜69 1,068

人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 163人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（組合員）女性（組合員）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 10人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 2,712

人 25〜29 5,808
人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 6,274
人 35〜39 6,167

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 5,408
人 45〜49 4,218

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 3,739
人 55〜59 3,422

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 3,043
人 65〜69 766人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 138人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 6,218

人 5〜9 5,355
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 3,791
人 15〜19 2,691

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 1,864
人 25〜29 417人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 254人 35〜39 129人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 73人 45〜49 79人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 79人 55〜59 107人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 305人 65〜69 97人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 103人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 5,903

人 5〜9 5,283
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 3,756
人 15〜19 2,612

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 1,631
人 25〜29 676人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 1,309
人 35〜39 1,557

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 1,316
人 45〜49 1,164

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,096
人 55〜59 1,395

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,539
人 65〜69 518人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 387人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

・組合員数は75,689人、40〜74歳は、37,242人(組合員の49.2%)、男性：16,508人/女性：20,734人
　40歳未満は、38,402人（組合員の50.7%）、男性：17,431人/女性：20,971人
・組合員数は男女とも30〜34歳がもっとも多く、ついで35〜39歳、25〜29歳
・組合員の平均年齢は、男性41.8歳（全支部平均44歳）、女性41.1歳（全支部平均42.4歳）で全支部平均と比較して低い。
・被扶養者は51,704人、40〜74歳は、8,804人(被扶養者の17%)、男性：1,389人/女性：7,415人
・特定健康診査実施率は、47支部中40位
・特定保健指導実施率は、47支部中46位
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
1．令和４年度の特定健診実施率は、組合員92.3％、被扶養者40.3％、合計82.2％。全支部平均と比較して2.7％低い。
2．令和４年度の特定保健指導実施率は、組合員22.6％（利用率34.2％）、被扶養者11.1％（利用率11.1％）、合計21.8％（利用率32.8％）、全支部平均と比較して16.3％低い。
3．血圧・脂質・血糖のリスク者（保健指導+受診勧奨+服薬）の割合は全支部平均と比較して低い。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　疾病予防 　コラボヘルス
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康審査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
事業主の取組事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備

疾
病
予
防

1 コラボヘルス 事業主と健康スコアリングレポートをもとに健康課題を共有し、組合
員の保健事業利用の促進を図る。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 -

・大阪府教育委員会では共済組合の実
施する保健事業利用時の服務を職務専
念義務の免除としている。大阪府教育
委員会より市町村教育委員会へは職務
専念義務の免除を依頼
・講師派遣事業の実施（事業主の依頼
に応じ講師を派遣、事業所の健康課題
解決を支援）

保健事業の実施及び利用について、事
業主へ利用環境の整備を依頼。あらゆ
る機会を通じて周知

スコアリングレポートの活用による事
業主との健康課題の共有等、コラボヘ
ルスの取組について検討が必要

4

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
個別の事業個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康審査 特定健診実施率を共済組合目標値に近づけるよう取組みを進める。 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 -

令和4年度の特定健診実施率は、組合員
92.3％、被扶養者40.3％、合計82.2％
。全支部平均と比較して2.7％低い。令
和3年度の血圧・脂質・血糖のリスク者
（保健指導+受診勧奨+服薬）割合及び
、令和4年度の内臓脂肪症候群該当者割
合（11.4％）は全支部平均と比較して
低い。

R3年度より、被扶養者を対象に支部へ
特定健診結果を提出した場合、インセ
ンティブを付与（R3提出件数15件）

被扶養者については、保険者の実施す
る特定健診受診者以外の受診状況の把
握が困難。被扶養者の受診率の改善が
課題

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 特定保健指導実施率を共済組合目標値に近づけるよう取組みを進める
。 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 -

令和４年度の特定保健指導実施率は、
組合員22.6％（利用率34.2％）、被扶
養者11.1％（利用率11.1％）、合計21.
8％（利用率32.8％）、全支部平均と比
較して16.3％低い。

組合員では所属所型訪問の特定保健指
導の対象者枠を増員したことで実施率
が増加した。

特定保健指導利用者数に対して終了者
数の割合が減少する。所属所訪問型やI
CTの活用に加え、利用者の利便性や特
定保健指導の魅力向上等の対策が必要

3

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 加入者一人当たりの医療費の比較（令和3年度） 医療費・患者数分析 一人当たりの医療費は171,620円で全支部平均の163,250円より8,370円高く

、平成29年度と比較して4,884円増加している。
内訳は、生活習慣病18,651円、悪性新生物5,852円、精神の疾病5,047円、
その他の疾病141,482円
全支部と比較して、一人当たり医療費は高いが有病率は低い。要因として
重複受診の可能性が考えられる。

イ 生活習慣病における疾病別加入者一人当たりの医療費の比
較（令和3年度）

医療費・患者数分析 「糖尿病」「脂質異常症」「高血圧性疾患」の一人当たり医療費は、いず
れも全支部平均を下回っている。大阪支部の一人当たり医療費としては、
１「高血圧性疾患」２「糖尿病」３「その他の内分泌、栄養及び代謝疾患
」４「脂質異常症」の順となっている。

ウ 健診項目別リスク者の割合 「血圧」 特定健診分析 ・令和3年度の「血圧」の「リスク無し」の割合は65.9％、全支部平均63.5
％と比較して2.4％高い。
・平成29年度と比較すると減少（66.1％→65.9％）している。
・「血圧」のリスク者割合（保健指導+受診勧奨+服薬）は34.1％、全支部
平均36.5％と比較して2.4％低い。
・平成29年度と比較すると、被扶養者でリスク者割合が増加（21.8%→37.
4%）している。
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エ 健診項目別リスク者の割合「脂質」 特定健診分析 ・令和3年度の「脂質」の「リスク無し」の割合は75.2％、全支部平均74.4
％と比較して0.8％高い。
・平成29年度と比較すると0.5%増加（74.7％→75.2％）している。
・「脂質」のリスク者割合は24.8％、全支部平均25.6％と比較して0.8％低
い。
・平成29年度と比較すると、被扶養者でリスク者割合が増加（9.7％→22.7
%）している。

オ 健診項目別リスク者の割合「血糖」 特定健診分析 ・令和3年度の「血糖」の「リスク無し」の割合は54.4％、全支部平均（48
.2％）と比較して6.2％高い。
・平成29年度と比較すると減少（56.2％→54.4％）している。
・「血糖」のリスク者割合は45.6％、全支部平均51.8％と比較して6.2％低
い。
・H29年度と比較すると、組合員（43.8%→45.4％）及び、被扶養者（44.1
%→47.6％）でリスク者割合が増加している。

カ 健診項目別リスク者の割合「腎機能」 特定健診分析 ・令和3年度の「腎機能」の「正常」の割合は76.1％、全支部平均79.6％と
比較して3.5％低い。
・平成29年度と比較すると増加（72.6％→76.1％）している。
・「腎機能」のリスク者割合（軽度+中度+重度）は23.8％、全支部平均と
比較して3.5％高い。
・H29年度と比較すると、被扶養者でリスク者割合が増加（23.8%→24.9%
）している。

キ 問診における生活習慣の割合 特定健診分析 ・全支部平均と比較して「良くない生活習慣」の割合が高い項目は、「食
べ方１（早食い）」「食べ方３（間食）」「食習慣」（朝食抜き週3回以上
）「睡眠」「生活習慣の改善」であった。
・「良くない生活習慣」の割合は、１「食べ方３（間食）」83.3％、２「
生活習慣の改善」74.2％、３「食べ方１（早食い）」45.4％、４「睡眠」4
3.4％の順で高く、特に、「睡眠」が全支部平均（38.1％）と比較して差が
大きい。
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ク 特定健診実施率（組合員） 特定健診分析 ・令和4年度の組合員の特定健康診査の実施率は92.3％、全支部平均93.3％
と比較して1.0％低い。
・新型コロナウイルス感染症感染拡大時の令和２年度、令和３年度より実
施率は改善している。
・平成29年度の実施率93.3％と比較すると1.0％低下している。

ケ 特定健診実施率（被扶養者） 特定健診分析 ・令和4年度の被扶養者の特定健康診査の実施率は40.3％、全支部平均44.7
％と比較して4.4％低い。
・平成29年度の実施率33.2％と比較すると7.1％増加している。

コ 特定保健指導実施率（組合員） 特定保健指導分析 ・令和4年度の組合員の特定保健指導実施率は21.8％、全支部平均38.1％と
比較して16.3%低い。
・平成29年度の実施率11.3％と比較すると10.5％増加している。

サ 特定保健指導実施率（被扶養者） 特定保健指導分析 ・令和4年度の被扶養者の特定保健指導実施率は11.1％、全支部平均11.8％
と比較して0.7%低い。
・平成29年度の実施率4.4％と比較すると6.7％増加している。

9



シ 疾病別中断者割合 健康リスク分析 「糖尿病」「脂質異常症」「高血圧性疾患」において治療中断者割合は、
全支部平均と比較して高い。
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（３）加入者一人当たり医療費
※1※2

の内訳

ア　疾病別加入者一人当たり医療費

※1.調剤レセプト・食事療養費を含める

　疾病別加入者一人当たり医療費について確認しました。

　傾向として高血圧性疾患は比較的高額となりますが、全支部平均と比較し一人当たり医

療費が高い疾病を注視して下さい。糖尿病や高血圧性疾患が高額であることから、生活習

慣病予防事業や、医療費適正化事業などを行い介入する必要があります。

生活習慣病における疾病別加入者一人当たり医療費（令和３年度）

3,574円

2,435円

3,443円

4,063円

926円

202円

585円

605円

2円

392円

86円

121円

67円

2,149円

4,125円

2,687円

2,534円

5,097円

1,180円

293円

727円

741円

1円

513円

61円

100円

56円

2,152円

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

糖尿病

脂質異常症

その他の内分泌，栄養及び代謝疾患

高血圧性疾患

虚血性心疾患

くも膜下出血

脳内出血

脳梗塞

脳動脈硬化（症）

その他の脳血管疾患

動脈硬化（症）

慢性閉塞性肺疾患

アルコール性肝疾患

腎不全

当支部

全支部平均

1 第２章　４．生活習慣病の詳細傾向と対策の方向性
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（８）問診における生活習慣の割合

ア　問診の回答一覧※1※2

※1.問診の回答において、割合が高いほど良くない生活習慣を表している

　問診において、悪い回答をした方の割合について確認しました。

　全支部平均より割合が高い場合は全国の中でも悪化している項目と捉えることができ、今

後も注視する必要があると考えられます。

　また、全支部平均より高い・低いに関係なく、最新年度の食べ方３（間食）は全支部

平均自体の割合が最も高いため、可能な限り間食の軽減を啓発すると良いでしょう。

男女合計_問診における生活習慣の割合（平成29年度・令和３年度）

12.3%

3.5%

10.1%

1.2%

2.4%

0.7%

14.6%

9.1%

34.6%

74.2%

46.6%

48.6%

11.5%

45.4%

32.2%

83.8%

10.7%

53.3%

36.0%

43.4%

74.2%

64.5%

13.9%

4.0%

11.1%

1.2%

2.6%

0.6%

15.6%

9.5%

35.5%

75.3%

50.8%

51.7%

11.4%

44.0%

32.3%

81.0%

10.5%

54.2%

36.5%

38.1%

70.8%

68.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12.4%

3.4%

9.3%

1.1%

2.4%

0.3%

13.7%

10.9%

34.2%

75.8%

52.6%

48.0%

45.0%

34.6%

9.0%

59.0%

43.0%

50.7%

75.5%

59.7%

12.7%

3.5%

9.2%

1.1%

2.5%

0.4%

15.4%

11.4%

34.2%

76.5%

56.7%

51.4%

43.9%

35.1%

9.4%

58.1%

41.1%

44.7%

74.8%

64.7%

0%20%40%60%80%100%

[1]服薬1(血圧)

[2]服薬2(血糖)

[3]服薬3(脂質)

[4]既往歴1(脳血管)

[5]既往歴2(心血管)

[6]既往歴3(腎不全・人工透析)

[7]貧血

[8]喫煙

[9]20歳からの体重変化

[10]30分以上の運動習慣

[11]歩行又は身体活動

[12]歩行速度

[13]咀嚼

[14]食べ方1(早食い等)

[15]食べ方2(就寝前)

[16]食べ方3(間食)

[17]食習慣

[18]飲酒

[19]飲酒量

[20]睡眠

[21]生活習慣の改善

[22]保健指導の希望

自支部 全支部平均

令和３年度平成29年度

1 第２章　４．生活習慣病の詳細傾向と対策の方向性
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（９）組合員の特定健康診査・特定保健指導の実施率（平成29年度～令和３年度）

※1.出典：https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001093813.pdf

※2.法定報告値を使用

　組合員における特定健康診査及び特定保健指導の実施率について確認しました。

　組合員は、特定健康診査の実施率が共済組合全体の組合員の実施率※1、特定保

健指導の実施率ともにやや高い状況にあります。しかし保健指導については50%を下回っ

ているため、保健指導の受診勧奨はもちろん、保健指導を受けやすい環境にすることも事

業主に促すと良いでしょう。

組合員における特定健康診査実施率※2の推移（平成29年度～令和３年度）

年代・男女別 組合員における特定健康診査実施率
※3

（令和３年度）

93.3% 94.3%
93.7%

89.4% 88.4%
93.3% 93.5%

93.8% 92.9% 93.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

当支部 全支部平均

90.0%

89.1%

90.4%

90.0%

84.0%

66.9%

59.6%

83.8%

87.4%

89.1%

88.6%

82.8%

70.5%

44.9%

0%20%40%60%80%100%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

女性 男性

92.5%

94.1%

94.3%

94.4%

86.5%

69.6%

62.5%

87.5%

92.3%

93.0%

93.0%

83.8%

70.3%

55.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性 男性

当支部 全支部平均

1 第２章　４．生活習慣病の詳細傾向と対策の方向性
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（10）被扶養者の特定健康診査・特定保健指導の実施率（平成29年度～令和３年度）

※1.出典：https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001093813.pdf

※2.法定報告値を使用

※3.特定健康診査結果データを使用

　被扶養者における特定健康診査及び特定保健指導の実施率について確認しました。

　被扶養者は、特定健康診査の実施率が共済組合全体の被扶養者の実施率※1よりや

や高いですが、特定保健指導の実施率は平均より低くなっています。実施体制の改善・

見直しや受診勧奨を行うなど介入が必要です。

被扶養者における特定健康診査実施率
※2

の推移（平成29年度～令和３年度）

年代・男女別 被扶養者における特定健康診査実施率※3（令和３年度）

33.2%
37.8% 38.5%

35.0%
39.4%

43.1%
44.3% 44.4%

41.7%
44.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

当支部 全支部平均

35.0%

25.8%

38.5%

38.6%

43.9%

24.6%

32.5%

34.6%

35.3%

38.6%

40.6%

40.2%

35.9%

38.1%

0%20%40%60%80%100%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

女性 男性

23.2%

27.1%

28.8%

32.9%

42.7%

26.7%

36.5%

38.4%

38.7%

41.4%

46.2%

47.0%

40.3%

44.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性 男性

当支部 全支部平均

3 第２章　４．生活習慣病の詳細傾向と対策の方向性
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※4.法定報告値を使用

※5.特定保健指導データを使用

年代・男女別 組合員における特定保健指導実施率※5（令和３年度）

組合員における特定保健指導実施率※4の推移（平成29年度～令和３年度）

11.3% 14.0% 13.4% 15.1% 16.1%

28.5%

36.5%
33.5% 35.5% 35.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

当支部 全支部平均

14.0%

15.7%

15.6%

18.3%

13.3%

19.8%

18.2%

19.4%

18.3%

18.9%

16.3%

15.2%

20.0%

20.0%

0%20%40%60%80%100%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

女性 男性

32.7%

33.2%

35.2%

36.1%

30.5%

29.7%

39.0%

36.4%

39.0%

41.7%

41.1%

33.4%

30.6%

34.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性 男性

当支部 全支部平均
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※4.法定報告値を使用

※5.特定保健指導データを使用

被扶養者における特定保健指導実施率
※4

の推移（平成29年度～令和３年度）

年代・男女別 被扶養者における特定保健指導実施率
※5

（令和３年度）

4.4%
7.7% 7.6% 6.5% 3.9%6.3%

9.1% 8.9% 9.4% 9.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

当支部 全支部平均

14.3%

2.9%

10.7%

5.9%

4.9%

4.5%

0%20%40%60%80%100%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

女性 男性

7.3%

7.1%

1.1%

6.8%

9.0%

11.8%

5.5%

9.2%

9.8%

8.9%

10.8%

13.9%

6.1%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性 男性

当支部 全支部平均

4 第２章　４．生活習慣病の詳細傾向と対策の方向性
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エ　疾病別治療中断者割合※1※2

※1.疑い病名は除く

※2.同性の双子は受診判定が正確にできないため、双子全体を除外

　生活習慣病の疾病別に、治療中断者の割合を確認しました。

　治療中断者とは、年度内前半（４月～９月）に該当疾病で受診しているにもかかわらず、

年度内後半（10月以降）に同疾病で受診がない者を指します。

　治療中断は症状の悪化につながります。中断者に対し受診再開を呼びかけると良いでしょう。

治療中断者割合（令和３年度）

疾病別治療中断者割合（令和３年度）

12.8%

12.6%

5.8%

11.4%

10.4%

5.1%

0% 5% 10% 15%

糖尿病

脂質異常症

高血圧性疾患

当支部 全支部平均

13.1% 13.3%

13.9%

11.9%

13.9%

12.4% 12.4% 12.4%

11.0%

11.9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

当支部 全支部平均
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・全支部平均と比較して一人当たり医療費が高く、１高血圧性疾患、２糖尿
病、３その他の内分泌、栄養及び代謝疾患、４脂質異常症の順となっている
。疾病別では生活習慣病に関連した医療費が高額となっている。

 生活習慣病予防及び重症化予防を進める
・特定健診・特定保健指導の実施率の向上
・特定健診・特定保健指導・がん検診等の受診及び受診結果に応じた適
切な受診行動の促進について啓発（広報誌・HP・LINE等の活用）

2

健診項目別リスク者割合について、全支部平均と比較すると、「血圧」「脂
質」「血糖」のリスク者（保健指導+受診勧奨+服薬）割合は、全支部平均と
比較して低いが、「腎機能」のリスク者（軽度+中度+重度）割合は、全支部
平均と比較して高い。平成29年度と比較して、組合員では血糖において、被
扶養者では血圧、脂質、血糖、腎機能において、リスク者割合が増加してい
る。

 生活習慣病予防及び重症化予防を進める
【40歳以上の組合員】
・非肥満・受診勧奨域にある組合員へ個別の健康情報冊子「QUPiO+」
を提供し、健診結果への関心を高め、健康づくりへの意識づけを図り、
リスク者割合の減少を図る。
・生活習慣病予防及び健康意識の向上を目的に事業主と健康課題の共有
を検討
【40歳未満の組合員】
・将来のリスク者の発生予防のため、健康意識の向上を図る取組（健康
づくりセミナーの開催等）
【組合員及び被扶養者】
・運動習慣の確立・食習慣の改善を目的とした啓発（広報誌・HP・LIN
E等の活用）



3

・特定健康診査実施率は、全支部と比較して、組合員及び被扶養者のいずれ
も低い。  【組合員】

・事業主健診受診者のデータの受領
【被扶養者】
・支部実施以外の健診受診結果の把握方法の工夫。健診結果提供者への
インセンティブの付与
・特定健診未受診者や不定期受診者への受診勧奨はがきの自宅送付



4

・特定保健指導実施率は、全支部と比較して、組合員及び被扶養者のいずれ
も低い。
・特定保健指導実施率は、組合員・被扶養者すべての性・年齢階級で低い。

 【組合員】
・特定保健指導の利便性を考慮し、所属所訪問型保健指導を中心に提供
し、特定保健指導実施率の向上を図る。
・所属所訪問型保健指導の利用促進のため、事業主へ受診環境の整備の
協力を依頼
・事業主と健康課題を共有し、所属所での特定保健指導の実施の促進を
図る。
【組合員及び被扶養者】
・特定保健指導対象者への受診勧奨の工夫
・委託事業者と連携し保健指導の脱落者の減少を目指す。
・啓発媒体を通して、生活習慣の改善や疾病のリスクについて啓発し、
特定保健指導対象者の受診行動を促進



ア，イ

ウ，エ，オ，
カ

ク，ケ

コ，サ
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5
・生活習慣問診では、全支部平均と比較して、「食べ方（早食い）」「食べ
方（間食）」「食習慣」「睡眠」「生活習慣の改善」でよくない生活習慣の
割合が高い。

 ・運動習慣の確立・食習慣の改善を目的とした健康づくりセミナーの開
催
・より良い生活習慣の確立のため生活習慣の改善や疾病のリスクについ
て啓発

6 ・治療中断者割合は、全支部と比較して「糖尿病」「脂質異常症」「高血圧
性疾患」において高い。  ・治療中断者の状況把握が困難なため、加入者を対象として生活習慣の

改善や疾病のリスクについて啓発

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
組合員の特定保健指導実施率が低い。
組合員において、血糖のリスク者割合が平成29年度と比較して増加している。
40〜74歳の組合員は37,242人。男性16,508人(44%)、女性20,734人(56%)

 特定保健指導の実施率の向上に向け、事業主との連携

2
被扶養者の特定健診・特定保健指導実施率が低い
被扶養者において、血圧・脂質・血糖のリスク者割合が平成29年度と比較して増加している
。
40〜74歳の被扶養者は8,804人。男性1,389人(16%)、女性7,415人(84%)

 被扶養者の健康課題への意識づけが必要。
被扶養者の支部実施以外の健診受診状況の把握が困難

3 組合員は男女とも30〜34歳が最も多い。次いで35〜39歳、25〜29歳。若年層の組合員が50.
7%を占めている。  将来の生活習慣病予備軍であり、健康意識の向上への取組が必要

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 組合員（40歳から74歳）のうち非肥満のリスク者に対し個別の健康情報冊子「QUPiO+」の
提供（年度ごとに対象年齢を設定）  特定保健指導対象者外のリスク者へのアプローチ方法の検討及び効果検証

2
被扶養者の支部実施以外の健診受診状況の把握が困難なため、健診結果の提出者に対しイン
センティブを付与。未受診者及び不定期受診者に対し、受診勧奨ハガキ（受診行動を促進す
る内容）を自宅に送付

 特定健診受診率の改善及びリスク者割合の減少を目指す

3 運動習慣の確立・食習慣の改善を目的とした健康づくりセミナーの開催  参加者の固定化、40歳未満の組合員へのアプローチの検討

キ

シ
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　健康管理事業費 　コラボヘルス
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　健康管理事業費 　若年層への健康リテラシー向上及び健康づくり
個別の事業個別の事業
　特定健康診査費 　特定健康診査
　特定保健指導費 　特定保健指導
　健康管理事業費 　健診等の効果的・効率的な実施
　健康管理事業費 　５大がん検診の効果的・効率的な実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
加入者の健康の保持・増進及びQOLの向上のため、生活習慣病等の重症化を予防するとともに医療費の適正化を図る。

事業全体の目標事業全体の目標
特定健診・特定保健指導の取り組みにより、リスク者割合（血圧・脂質・血糖）の減少を図り、生活習慣病を予防する。
若年層の健康意識の向上を図り、将来の特定保健指導対象者の減少を目指す。
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職場環境の整備職場環境の整備
- - - - - -

健
康
管
理
事
業
費

1 既
存 コラボヘルス 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

・健康スコアリングレポ
ートを教育委員会等へ配
布
・保健事業利用時の職務
専念義務の免除を各教育
委員会へ依頼
・講師派遣事業の実施（
事業主の依頼に応じ講師
を派遣、事業所の健康課
題解決を支援）

ア

・事業主（教育委員会等
）に対して健康スコアリ
ングレポートを配布、健
康課題を共有する
・支部の実施する保健事
業の情報提供により健康
課題の解決をサポート

健康スコアリングレポー
トの配布。随時、保健事
業の情報提供を実施

健康スコアリングレポー
トの配布。随時、保健事
業の情報提供の実施。事
業主に対し、組合員の健
康課題への意識調査の検
討・実施

健康スコアリングレポー
トの配布。随時、保健事
業の情報提供の実施。事
業主に対し、組合員の健
康課題への意識調査の検
討・実施

健康スコアリングレポー
トの配布。随時、保健事
業の情報提供の実施。事
業主に対し、組合員の健
康課題への意識調査の検
討・実施

健康スコアリングレポー
トの配布。随時、保健事
業の情報提供の実施。事
業主に対し、組合員の健
康課題への意識調査の検
討・実施

健康スコアリングレポー
トの配布。随時、保健事
業の情報提供の実施。事
業主に対し、組合員の健
康課題への意識調査の検
討・実施

支部と各事業主が健康スコアリングレポー
トをもとに健康課題を共有し、組合員の保
健事業利用の促進を図る

・特定健康診査実施率は、全支部
と比較して、組合員及び被扶養者
のいずれも低い。
・特定保健指導実施率は、全支部
と比較して、組合員及び被扶養者
のいずれも低い。
・特定保健指導実施率は、組合員
・被扶養者すべての性・年齢階級
で低い。
健診項目別リスク者割合について
、全支部平均と比較すると、「血
圧」「脂質」「血糖」のリスク者
（保健指導+受診勧奨+服薬）割合
は、全支部平均と比較して低いが
、「腎機能」のリスク者（軽度+中
度+重度）割合は、全支部平均と比
較して高い。平成29年度と比較し
て、組合員では血糖において、被
扶養者では血圧、脂質、血糖、腎
機能において、リスク者割合が増
加している。

健康スコアリングレポート等配布率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％
　令和11年度：100％)公立学校共済組合の組合員及び被扶養者に係る健康課題を事業主（教育委員会等）へ共有するため、健康スコアリングレポート等を提供した
割合等。

事業主との健康課題共有率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：10％　令和8年度：20％　令和9年度：30％　令和10年度：40％　令和11年度：50％)健康スコアリングレポート等を配布した後
、打合せを実施した・アンケートを受領した等健康課題について共有する何らかの場を設けた事業主の割合

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
- - - - - -

健
康
管
理
事
業
費

3,5 新
規

若年層への健
康リテラシー
向上及び健康
づくり

全て 男女
18
〜
39

組合員 ３ ケ

・若年層の事業主健診デ
ータの受領方法の検討
・40未満を対象とした健
康づくりセミナーの実施
・広報誌等を活用し健康
意識の向上を図る。

カ

・健診データの受領に向
け、事業主・健診事業者
との調整及び体制づくり
。データ受領の経費を踏
まえた検討が必要。
・若年層を対象とした保
健事業の実施。
・広報誌・HPを利用した
啓発

健診データ授受に向けた
事業主・健診事業者との
調整・体制づくり
若年層向け健康教育の実
施

健診データ授受に向けた
事業主・健診事業者との
調整・体制づくり
若年層向け健康教育の実
施

健診データ授受に向けた
事業主・健診事業者との
調整・体制づくり
若年層向け健康教育の実
施

健診データ授受に向けた
事業主・健診事業者との
調整・体制づくり
若年層向け健康教育の実
施

健診データ授受に向けた
事業主・健診事業者との
調整・体制づくり
若年層向け健康教育の実
施

健診データ授受に向けた
事業主・健診事業者との
調整・体制づくり
若年層向け健康教育の実
施

若年層の健康課題の把握（業主検診データ
の受領後）生活習慣病の予防及び健康意識
の向上を図り、将来の特定保健指導対象者
の減少を目指す。

健診項目別リスク者割合について
、全支部平均と比較すると、「血
圧」「脂質」「血糖」のリスク者
（保健指導+受診勧奨+服薬）割合
は、全支部平均と比較して低いが
、「腎機能」のリスク者（軽度+中
度+重度）割合は、全支部平均と比
較して高い。平成29年度と比較し
て、組合員では血糖において、被
扶養者では血圧、脂質、血糖、腎
機能において、リスク者割合が増
加している。

若年層の健診情報受領率 (【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：0％　令和8年度：20％　令和9年度：20％　令和10年度：30％　令和11年度：30
％)若年層の事業主健診の結果について、教育委員会等から受領した率。 健康づくりセミナーの参加者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：80人　令和7年度：80人　令和8年度：90人　令和9年度：90人　令和10年度：100人　令和11年度：100人)-

個別の事業個別の事業
- - - - - -

特
定
健
康
診
査
費

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ ア

・組合員：事業主健診及
び人間ドックにて実施
・被扶養者：人間ドック
及び受診券の配付にて実
施
・被扶養者の未受診者、
不定期受診者に対し受診
勧奨はがきを発送
・被扶養者の健診結果の
提出に対しインセンティ
ブを付与
・非肥満のリスク者に対
し個別の健康情報冊子の
提供

カ

・被扶養者の受診率改善
のため支部実施の健診以
外の受診データの提供を
求める。
・未受診者・不定期受診
者へ受診促進のための啓
発

未受診者や不定期受診者
への受診勧奨。健診デー
タ提出者へのインセンテ
ィブ付与（被扶養者）
健診結果に応じた個別情
報冊子の配付

未受診者や不定期受診者
への受診勧奨。健診デー
タ提出者へのインセンテ
ィブ付与（被扶養者）
健診結果に応じた個別情
報冊子の配付

未受診者や不定期受診者
への受診勧奨。健診デー
タ提出者へのインセンテ
ィブ付与（被扶養者）
健診結果に応じた個別情
報冊子の配付

未受診者や不定期受診者
への受診勧奨。健診デー
タ提出者へのインセンテ
ィブ付与（被扶養者）
健診結果に応じた個別情
報冊子の配付

未受診者や不定期受診者
への受診勧奨。健診デー
タ提出者へのインセンテ
ィブ付与（被扶養者）
健診結果に応じた個別情
報冊子の配付

未受診者や不定期受診者
への受診勧奨。健診デー
タ提出者へのインセンテ
ィブ付与（被扶養者）
健診結果に応じた個別情
報冊子の配付

特定健診受診率を共済組合目標値（R11:90
％）を目指し取組みを進める。健診結果を
もとに加入者自身が自らの健康管理を行い
、生活習慣病の予防を図る。

・特定健康診査実施率は、全支部
と比較して、組合員及び被扶養者
のいずれも低い。
健診項目別リスク者割合について
、全支部平均と比較すると、「血
圧」「脂質」「血糖」のリスク者
（保健指導+受診勧奨+服薬）割合
は、全支部平均と比較して低いが
、「腎機能」のリスク者（軽度+中
度+重度）割合は、全支部平均と比
較して高い。平成29年度と比較し
て、組合員では血糖において、被
扶養者では血圧、脂質、血糖、腎
機能において、リスク者割合が増
加している。

特定健診実施率(【実績値】82.2％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：86％　令和8年度：87％　令和9年度：88％　令和10年度：89％　令和11年度：90
％)内臓脂肪症候群該当者及び予備軍をスクリーニングし、必要な働きかけをする起点となるのが特定健診であり、特定健康実施率は保健事業を進めるための基盤と
なるアウトプット指標。

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】11.4％　【目標値】令和6年度：11.0％　令和7年度：10.8％　令和8年度：10.6％　令和9年度：10.4％　令和10年度：10.2％　令和11年度：10.0％)内臓脂肪症候群該当者割
合　R4:11.4%、全支部平均　R4:12.5％

- - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
事業主事業主 性別性別 年年

齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度
アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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特
定
保
健
指
導
費

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ エ,オ,ケ,コ

,サ

・所属所訪問型、人間ド
ック当日、ICT、特定保健
指導利用券の配付にて実
施
・所属所へ特定保健指導
の実施の通知。
・特定保健指導利用勧奨

ア,ウ,カ

・所属所訪問型及び人間
ドック当日、ICT等、特定
保健指導の利用につなが
る環境の整備（所属所の
対応を含む）
・対象者の利用促進につ
ながる勧奨方法の検討

医療機関、人間ドック当
日、所属所訪問型により
実施
委託事業者と連携し保健
指導脱落者対策の検討
事業主と健康課題を共有
し、所属所での特定保健
指導実施の協力を依頼
所属所、対象者へのアプ
ローチの検討
広報誌等を通じて啓発

医療機関、人間ドック当
日、所属所訪問型により
実施
委託事業者と連携し保健
指導脱落者対策の検討
事業主と健康課題を共有
し、所属所での特定保健
指導実施の協力を依頼
所属所、対象者へのアプ
ローチの検討
広報誌等を通じて啓発

医療機関、人間ドック当
日、所属所訪問型により
実施
委託事業者と連携し保健
指導脱落者対策の検討
事業主と健康課題を共有
し、所属所での特定保健
指導実施の協力を依頼
所属所、対象者へのアプ
ローチの検討
広報誌等を通じて啓発

医療機関、人間ドック当
日、所属所訪問型により
実施
委託事業者と連携し保健
指導脱落者対策の検討
事業主と健康課題を共有
し、所属所での特定保健
指導実施の協力を依頼
所属所、対象者へのアプ
ローチの検討
広報誌等を通じて啓発

医療機関、人間ドック当
日、所属所訪問型により
実施
委託事業者と連携し保健
指導脱落者対策の検討
事業主と健康課題を共有
し、所属所での特定保健
指導実施の協力を依頼
所属所、対象者へのアプ
ローチの検討
広報誌等を通じて啓発

医療機関、人間ドック当
日、所属所訪問型により
実施
委託事業者と連携し保健
指導脱落者対策の検討
事業主と健康課題を共有
し、所属所での特定保健
指導実施の協力を依頼
所属所、対象者へのアプ
ローチの検討
広報誌等を通じて啓発

特定保健指導実施率を共済組合目標値（R1
1:60％）を目指し取組みを進め、生活習慣
病の予防及び特定保健指導対象者の減少を
目指す。

・特定保健指導実施率は、全支部
と比較して、組合員及び被扶養者
のいずれも低い。
・特定保健指導実施率は、組合員
・被扶養者すべての性・年齢階級
で低い。
健診項目別リスク者割合について
、全支部平均と比較すると、「血
圧」「脂質」「血糖」のリスク者
（保健指導+受診勧奨+服薬）割合
は、全支部平均と比較して低いが
、「腎機能」のリスク者（軽度+中
度+重度）割合は、全支部平均と比
較して高い。平成29年度と比較し
て、組合員では血糖において、被
扶養者では血圧、脂質、血糖、腎
機能において、リスク者割合が増
加している。

特定保健指導実施率(【実績値】21.8％　【目標値】令和6年度：35％　令和7年度：40％　令和8年度：45％　令和9年度：50％　令和10年度：55％　令和11年度：
60％)特定保健指導実施率：R4:21.8%、全支部平均　R4:38.1%

特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】29％　【目標値】令和6年度：30％　令和7年度：32％　令和8年度：34％　令和9年度：36％　令和10年度：38％　令和11年度：40％)特定保健指導に
よる直接的な成果を評価しているもの。特定保健指導の効果的な方法・体制を工夫したり、対象者の属性や働き方に応じた指導を探るために活用できる。
R4年度:29%、全支部平均25.8%

所属所訪問型保健指導利用者数(【実績値】1,471人　【目標値】令和6年度：1,500人　令和7年度：1,500人　令和8年度：1,550人　令和9年度：1,550人　令和10年
度：1,600人　令和11年度：1,600人)所属所訪問型保健指導利用者数：R1年度:404人、R2年度:543人、R3年度:540人、R4年度:1471人（SOMPOヘルスサポート委託
数3,000人）。令和3年度より所属所訪問型保健指導利用者数を拡大

-

- - - - - -

健
康
管
理
事
業
費

2,4 新
規

健診等の効果
的・効率的な
実施

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ イ

・人間ドックの実施（希
望者抽選）
・受診勧奨者情報の把握
及び受診勧奨方法につい
て、事業主、健診機関と
連携・体制づくり
・広報誌等を活用し、健
診結果の活用や結果に応
じた受診行動促進のため
の啓発を行う。

カ

・人間ドックの効果的な
運用方法の検討（健康リ
スクの高い年代への受診
機会の提供等）
・受診勧奨者情報の把握
及び受診勧奨方法等の整
備

・人間ドックの効果的な
実施方法の検討
・受診勧奨対象者の受診
行動促進に向けた啓発（
広報誌・HP）
・事業主及び健診機関と
受診勧奨者データの受領
方法や勧奨方法等の検討

・人間ドックの効果的な
実施方法の検討
・受診勧奨対象者の受診
行動促進に向けた啓発（
広報誌・HP）
・事業主及び健診機関と
受診勧奨者データの受領
方法や勧奨方法等の検討

・人間ドックの効果的な
実施方法の検討
・受診勧奨対象者の受診
行動促進に向けた啓発（
広報誌・HP）
・事業主及び健診機関と
受診勧奨者データの受領
方法や勧奨方法等の検討

・人間ドックの効果的な
実施方法の検討
・受診勧奨対象者の受診
行動促進に向けた啓発（
広報誌・HP）
・事業主及び健診機関と
受診勧奨者データの受領
方法や勧奨方法等の検討

・人間ドックの効果的な
実施方法の検討
・受診勧奨対象者の受診
行動促進に向けた啓発（
広報誌・HP）
・事業主及び健診機関と
受診勧奨者データの受領
方法や勧奨方法等の検討

・人間ドックの効果的な
実施方法の検討
・受診勧奨対象者の受診
行動促進に向けた啓発（
広報誌・HP）
・事業主及び健診機関と
受診勧奨者データの受領
方法や勧奨方法等の検討

・受診勧奨対象者の早期受診の促進により
、血圧・脂質・血糖のリスク者割合の減少
を図る。

健診項目別リスク者割合について
、全支部平均と比較すると、「血
圧」「脂質」「血糖」のリスク者
（保健指導+受診勧奨+服薬）割合
は、全支部平均と比較して低いが
、「腎機能」のリスク者（軽度+中
度+重度）割合は、全支部平均と比
較して高い。平成29年度と比較し
て、組合員では血糖において、被
扶養者では血圧、脂質、血糖、腎
機能において、リスク者割合が増
加している。

受診勧奨対象者の医療機関受診率 (【実績値】51.6％　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：56％　令和8年度：57％　令和9年度：58％　令和10年度：59％　
令和11年度：60％)健診等（特定健診及び人間ドック（特ドック含む））の結果から、医療機関への受診が必要な者を把握して受診勧奨を実施し、当該対象者がその
後医療機関を受診した率。R4年度:51.6%

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】11.4％　【目標値】令和6年度：11.0％　令和7年度：10.8％　令和8年度：10.6％　令和9年度：10.4％　令和10年度：10.2％　令和11年度：10.0％)内臓脂肪症候群該当者割
合　R4:11.4%、全支部平均　R4:12.5％

- - - - - -

2,4 新
規

５大がん検診
の効果的・効
率的な実施

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ウ

・人間ドック及び女性検
診によりがん検診の実施
・要精密検査者及び受診
状況の把握方法の検討、
健診機関との連携、体制
づくり
・広報誌及びHP等を活用
し、がん検診及び要精密
検査者の受診を啓発

カ

・人間ドック及び女性検
診の実施
・がん検診の要精密検査
者の受診状況把握のため
の体制づくり
・がん検診の必要性及び
がん検診の結果に応じた
受診について啓発。受診
行動の促進を図る。

・がん検診及び結果に応
じた受診の啓発
・がん検診結果及び要精
密検査者の受診の有無の
把握のための体制整備、
健診機関との調整

・がん検診及び結果に応
じた受診の啓発
・がん検診結果及び要精
密検査者の受診の有無の
把握のための体制整備、
健診機関との調整

・がん検診及び結果に応
じた受診の啓発
・がん検診結果及び要精
密検査者の受診の有無の
把握のための体制整備、
健診機関との調整

・がん検診及び結果に応
じた受診の啓発
・がん検診結果及び要精
密検査者の受診の有無の
把握のための体制整備、
健診機関との調整

・がん検診及び結果に応
じた受診の啓発
・がん検診結果及び要精
密検査者の受診の有無の
把握のための体制整備、
健診機関との調整

・がん検診及び結果に応
じた受診の啓発
・がん検診結果及び要精
密検査者の受診の有無の
把握のための体制整備、
健診機関との調整

5大がん（胃・大腸・肺・乳・子宮）の早期
発見、要精密検査者の受診行動の促進及び
重症化予防を図る。

該当なし

５大がん精密検査受診率 (【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：0％　令和8年度：20％　令和9年度：30％　令和10年度：40％　令和11年度：50
％)５大がん検診の結果が要精密検査だった者が、実際に精密検査を受けた率

悪性新生物の加入者一人当たり医療費(【実績値】-　【目標値】令和6年度：5,800円　令和7年度：5,800円　令和8年度：5,800円　令和9年度：5,800円　令和10年度：5,800円　令和11年度：5,800円)悪性新生物
の加入者一人当たり医療費が令和11年度に令和6年度より減少していることを目指す
〈参考〉R3年度:5852円、全支部平均　R3年度:6745円

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．共済組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．共済組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業主の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
事業主事業主 性別性別 年年

齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度
アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標

27


	データヘルス計画  第3期計画書
	最終更新日：令和 6 年 03 月 19 日
	公立学校共済組合大阪支部

	STEP１-１ 基本情報
	STEP１-２ 保健事業の実施状況
	HeadStart-yosan
	HeadStart-jigyounushi
	STEP１-３ 基本分析
	STEP２ 健康課題の抽出
	STEP３ 保健事業の実施計画
	HeadStart

